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 はじめに 

 

 本稿の課題は、戦後復興期から高度経済成長の始動期にかけて、特に１９４５年の終戦後から１９６０年前

後における新潟県の工業化の展開過程について明らかにすることである。 

 研究史をふりかえってみると、戦後復興期の経済・産業・企業については、原朗氏（１）および武田晴人氏（２）

をそれぞれ中心とする研究グループが、経済をはじめとして産業や企業の諸側面について検証をおこなってい

る。 近では､個別産業や企業をテーマに経営戦略や企業間競争、業界の協調行動などについて一次史料を幅広

く収集および分析したうえでの緻密な研究成果が発表された。これらの理論的枠組みや新たに発見された事実

関係からは多くを学ぶことができるものの、筆者が課題としている新潟県はもとより、地域レベルの経済・産

業・企業の動向については必ずしも深い関心が向けられてはいないように思われる。 

 一方、当該期の新潟県については、１９８２年３月に新潟県により編集・刊行された『新潟県史 資料編２

０ 現代一 政治経済編』には関連する史料が収録されており、これをふまえて『新潟県史 通史編９ 現代』

が１９８８年３月に発刊された。本稿では特に断らない限り史実は両文献に依拠するが、後者は「通史」であ

るがゆえに、経済・産業・企業の諸側面についてそれぞれ立ち入った分析がなされているとはいい難い。 

 そこで、本稿は、可能な限り当該期に関する文献・資料や企業レベルでの営業報告書や増資ないし社債発行

目論見書、社史・団体史や関係市町村史等を収集・吟味して、戦後復興期以降の新潟県における工業化のプロ

セスについて、特に行政・企業・各種団体の３つの側面からその動向および活動の実態を検討していきたい。 

 

 Ⅰ．１９４５－１９５５年の動向 

 

 （ⅰ）新潟県による地域産業振興－岡田正平知事と工場誘致条例の制定－ 

 新潟県は、１９４６年４月に、「産業立県」を目標として新潟県経済再建五ヶ年継続事業を発表した。具体的

には、中小河川改修・災害防除施設・漁港改修・耕地改良・砂防・森林土木・道路改修・橋梁改良・港湾改修

からなり、４６年度から５０年度までで総事業費は３億５，０００万円と積算された。農林水産業を含む産業

発展のためのインフラストラクチャーの整備を目指すものであった。翌５月１４日には、同事業を推進するた

めに、新潟県経済再建期成同盟会が創設された。メンバーには、新潟県選出の衆議院・貴族院議員や県会議員、

市町村長、町村会長や産業界・金融界、教育界、新聞社の代表者をはじめ、内務省国土局長・地方局長、大蔵

省主計局長、在京新潟県人会会長・理事長などの有力者が名を連ねた（３）。これらは計画した成果をあげるこ

とはできなかったものの、県内外の各界各層が連携して経済再建・地域振興に取り組もうとしたことは評価さ

れ必要がある。 

 同年９月に、政府は総合的な産業・人口配分計画の確立のともに、全国を多数の地方生活圏に分けて各圏の

社会的・経済的結び付きの強化により自衛自給体制を整備することを骨子とする復興国土計画要綱を発表した。

このなかで、新潟県は山形県西部と長野県とで東部北陸地方圏を形成し、新潟市が地方中核都市とされた。後

の東北地方の一画をなすとの新潟県の位置づけや現在の「道州制」の議論と比較してもユニークなものといえ

よう。 

 １９４７年４月の新潟県知事選挙で、岡田正平が当選を果たした。岡田は、中魚沼郡中条村長や県会議員、

県農会長・農業会長を歴任するとともに、北・中魚沼地域の魚沼鉄道や魚沼水力電気、長岡地域の長岡鉄道や
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寺泊倉庫運輸などの設立・経営に参画し、産業界にも多大な影響力を有していた（４）。岡田は副知事に信越化

学工業直江津工場長の久保田才次郎と県土木部長の野坂相如（公職追放を受けた加藤祐三郎の後任）を起用し

た。この人事は、商工業の発展と地域開発を重視していたことに他ならない。岡田は「農工併進」を政策の中

心に掲げ、産業振興に並々ならぬ決意を示し、率先垂範して県内各地の視察・調査を展開した。早くも同年８

月には、砂防・都市計画・道路拡張・鉄道軌道・港湾浚渫・河川改良工事を事業内容とし、総工事費４２億円

の県総合土木事業五ヶ年計画を決定した。 

 

 翌４８年１月に、岡田がとりわけ重視した只見川と魚野川の電源開発を中心とした１０ヶ年事業・総事業費

約３９０億円の県総合開発計画の策定を表明し、さらに、同年９月からは新潟県短期生産計画の策定に着手し

た。同計画は、４９年度から３ヶ年度として、中核的な生産目標として農産・中小企業生産・天然ガス・電力

を掲げた。具体的には、工業については重工業地帯として長岡・柏崎・新潟・直江津、軽工業地帯として三条・

燕・新津・五泉・加茂・高田、三面川での電源開発による化学工業の立ち上げで工業人口を７０万人程度とす

ることとした。また、天然ガスは軽工業地帯と佐渡で採掘し、電力は只見川と魚野川、三面川と破間川で開発

するとした。その後急ピッチに、県土耕地計画試案（後に３ヶ年の短期農業計画）・造林五ヶ年計画・観光五ヶ

年計画・交通網整備のための五ヶ年計画・新潟港復興五ヶ年計画・漁業生産三ヶ年計画などが策定された。こ

れらは総合開発計画の「各論」として位置づけられ、具体性および実効性を有するものであった。 

４９年９月には、前年１２月にＧＨＱが政府に示した経済安定九原則をふまえて、知事直属の審議室（室長・

久保田副知事）が新潟県経済九原則を策定した。同原則は、「九原則が強調する輸出産業一本に県の商工行政を

強力に編成替して行くことが県の新しい使命」と述べるとともに、「本県の如き農業県であるために、どちらか

と言へば農業重点政策が前記の点から見て如何に調整されて行かなければならないか、両者をどの程度に調整

するかと言うことが重大なる立県的根本施策として検討されなければならない」と商工業振興の一段の推進と

農業との調整の必要性を強調している。さらに、「県民が県の施策を納得せず、冷淡であったり、或は離間的で

あったり、セクショ的であったりしたのでは到底その方策の実現を期待することは出来ない」としたうえで、

「県民が至上の要請に応へて耐乏の中に真に日本再建を完成しようと言う認識と与論を堅持するよう指導策を

持つことは政策の樹立と同じ比重において重要」で、「速かに且つ熾烈に、そして重厚に本目的を達成するよう

一大県民運動を展開する準備を講ずべく之が実行機関を構成することを考へなければならない」（５）と指摘し、

経済復興に向けて世論の醸成を重視しているのは注目すべきである。 

 １９５０年５月２６日に、政府は国土総合開発法（法律２０５号）を制定した（６月１日施行）。同法の目的

は、国土の自然的条件を考慮し、国土を総合的に利用・開発・保全し、産業立地の適正化を図り、社会福祉の

向上に資するというものであった。具体的には、全国総合開発計画・都府県総合開発計画・地方総合開発計画・

特定地域総合開発計画の４点を規定し、経済企画庁総合開発局が計画立案を担当することとなった。これらの

なかでは、特定地域開発がアメリカのＴＶＡ（Tennessee Valley Authority）方式を採用し、河川流域の総合開

発により治山治水・災害復旧・食糧増産を進めることとし、５７年までに３２地域が指定され、県内では只見

地区が選定された（６）。

 これを受けて、同年７月に、新潟県は総合開発地区設定計画を発表した。同計画の骨子としては、県内を６

地区に分け、次のような具体的な開発計画を提示した。 

・下越地区（新発田市・北蒲原・岩船郡）：三面川の電源開発と森林・地下資源開発、 

・蒲原地区（新潟市・三条市・中・南・西・東蒲原郡）：工業・輸送・農業・天然ガス・木材などを対象に軽工

業振興と新潟市を中心とした国鉄の環状線化 

・中越地区（長岡市・柏崎市・三島・刈羽・古志郡）：工業・石油・天然ガスを開発し重化学工業地帯を形成、 

・上越地区（高田市・東・中・西頸城郡）：工業・観光・水産・木材を対象に特に姫川流域の総合開発 

・魚沼地区（中・南・北魚沼郡）：只見川の電源開発と地下・森林資源・観光開発 

・佐渡地区：水産振興と各種資源・観光開発 

そして、同年９月には新潟県総合開発審議会条例を制定して具体策の策定を進めた。翌５１年４月の県知事

選挙で再選された岡田は、同年６月の定例県議会で、産業振興を県政の中核とすることを改めて強調した。翌

７月には全体計画を発表し、農業生産の拡充・災害対策・交通網整備・水資源の総合的高度利用・工業振興の

５点を重点目標として掲げた。同計画は、１０ヶ年・総事業費７１４億円が予定された。また、当初３ヶ年の

計画として、只見川流域と新潟市が優先開発特定地域として指定され、電源開発・工業用地拡充・護岸建設等

が盛り込まれている。 
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 同計画の実施に向けて、岡田がいち早く着手したのが工場誘致条例の制定である。５１年８月の県議会定例

会に条例案を提案した。岡田は、現在の工場の拡張、遊休工場の復活、新工場の誘致を想定し、多くの従業員

を雇用する工場を誘致したいと説明した。これに対し、恵まれている大企業・工場が税減免に便乗する危険性

や中小企業の経営が厳しいなかで３，０００万円以上の新設拡張に対しての援助や既存企業の拡張への適用は

不穏当などの反対意見が出たものの９月５日に可決され、県条例第３７号をもって公布された（７）。 

。 

 

 新潟県工場誘致条例は、その目的として、「県内に工場の新設又は拡充を行う者に対し、便宜を供与するほか、

この条例に規定する奨励措置をなし、もって産業の興隆と県勢の進展を積極的に推進すること」（第１条）とし

て掲げている。そして、１９５６年３月３１日までに、新設工場の場合は投下固定資本総額が３，０００万円

以上および常時使用する従業員が１００人以上、拡充の場合は投下固定資本総額が３，０００万円以上を条件

として、該当工場の各年度の県税（納入事業税）相当額を限度として奨励金の交付を受けるか施設的便宜を選

択できるものとした（第２・３条）。奨励金の交付期間は操業開始の日に属する年度から３年間で、事業税相当

額の奨励金は当該事業税の賦課徴収された事業年度から起算し３年に満たない時は３年を限度として適用期間

を延長できた（第５条）（８）。翌５２年１月には、岡田を会長として工場誘致委員会を設置した（同年１２月

に審議会と改称）（９）

５１年度には１０工場が申請し、新設で日本瓦斯化学工業新潟工場・呉羽紡績長岡工場・旭カーボン新潟工

場、拡充で大日本セルロイド新井工場・日東紡績新潟工場・昭和石油新潟製油所の６工場が指定された。６工

場の投下固定資産総額は１８億３，７００万円であった（１０）。１９５２－５５年度については、表１のとお

りである。

 

表１ 新潟県工場誘致条例により指定された工場（１９５１－１９５５年度） 

年度 指定新設工場 指定既設工場 
投下固定資産総額

（百万円） 

１９５１年度 日本瓦斯化学工業（新潟榎）・呉

羽紡績（長岡）・旭カーボン（新

潟） 

大日本セルロイド（新井）・日東紡績（新潟）・昭

和石油（新潟製油所） 

１，８３７

１９５２年度 日本化学工業（村上） 北越製紙（新潟）・日東硫曹（新潟）・新潟電気工

業（新潟）・日曹製鋼（新発田）・信越化学工業（直

江津） 

６７８

１９５３年度 片倉工業（小千谷）・電化セメン

ト（青海） 

日東紡績（新潟内野）・理研ピストンリング（柏

崎）・北越電化工業（長岡）・信越化学工業（直江

津）・新潟硫酸（新潟石山）・電気化学工業（青海） 

２，６２２

１９５４年度 － 日本化学工業（村上）・昭和石油（新潟製油所）・

北越製紙（新潟）・日本瓦斯化学工業（新潟榎）・

信越化学工業（直江津） 

６０９

１９５５年度 宇部興産（新潟包装所）・小野田

セメント（新潟包装所） 

北越製紙（新潟）・明道金属（燕）・日本鋼管（新

潟電気製鉄所）・日本瓦斯化学工業（新潟榎）・電

気化学工業（青海） 

１，５６６

出典：新潟県商工労働部企業振興課『産業構造の概要と工業立地施策並びに新潟県の工場誘致について』（１９６０年、

上越市立高田図書館所蔵）より作成。 

 

また、５２年度からは奨励金の交付を開始し、５５年度までに１７社・３３工場に対して総額３，５２２万

４，２００円が交付された。 

 新潟県工場誘致条例の制定は、県レベルでは全国に先駆けるもので、特筆すべきであるが、さらに注目する

必要があるのが、同条例を踏まえて、市町村単位での奨励措置の整備が進展したことである。１９５６年にか

けて、新潟・長岡・高田・三条・柏崎・新発田・新津・小千谷・加茂・村上・糸魚川・直江津・五泉・新井市

および南魚沼郡塩沢町および六日町・西蒲原郡内野町・西頸城郡青海町・三島郡越路町・中頸城郡大瀁村で制

定された。 

 これらの適用の基準は、投下固定資本額は県と同額の３，０００万円以上（新潟・村上市）や１億円以上（青

海町）の一方で、２，０００万円以上（直江津市）や１，０００万円以上（長岡・三条・糸魚川市・内野町）、

５００万円以上（小千谷・五泉市・塩沢町）、３００万円以上（高田・柏崎・新津・加茂・新井市・六日町・大

瀁村）、２００万円以上が新発田市、１００万円以上が越路町であった。常用の従業員数は県と同数の１００人

以上や２００人以上、１５・２０・３０・５０人以上と多様であった。奨励措置は、制定全市町村が県と同様
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の３ヶ年度の奨励金交付であった。また、県と市町村の奨励策は双方の適用が可能であった（１１）。 

る。 

 

 

新潟市は、１９５１年に工場設置奨励条例を制定し、５５年８月に一部改正した。固定資産税（市税）のほ

か、天然ガスを原料とする工場には電気ガス税相当額を交付した（１２）。長岡市は、１９４７年７月に地方自

治法に基づく企業専門委員会を立ち上げ、翌４８年６月に生鮮食料品冷蔵庫の設置と砂利採取および競馬事業

の開始、家庭・工業・自動車用のガス開発に着手することを発表した（１３）。そして、５０年１月に津上製作

所蔵王工場の跡地に呉羽紡績を誘致することに成功した。翌５１年１２月には工場誘致条例を制定した。高田

市は５１年１２月、直江津市は５４年１０月に工場誘致条例を制定した（１４）。このように、県と市町村の工

場誘致策が重層的に地域の工業振興の基盤を形成したのであ

 

（ⅱ）産業・企業の展開 

  ａ．軍需から民需への転換 

 当該期における新潟県の工業の特徴として、軍需工場がいち早く民需への転換を進めたことがあげられる。

戦時期には、県内に軍需関連工場が２２９存在した。県内は１９４５年８月１日に長岡が空襲に見舞われたも

のの、長岡地域を含めて工場地帯の戦争被害は幸いなことに軽微に止まった。終戦直後から、機械工業は兵器・

航空機部品および工作機械から紡織・印刷機械、農機具や石油採掘・土木鉱山機械、製釘・製粉・木工機械へ、

化学工業は石灰窒素などの化学肥料やカーバイド、酢酸・食塩へ、製油所は航空揮発油から重油・軽油・灯油・

アスファルトなどへ転換を実現した。４６年１月現在で実に７６％が転換を果たし、全国平均の１８％を大き

く上回った。同年に、ＧＨＱにより１８工場が賠償指定工場に指定されたものの、アメリカの対日占領政策の

転換により設備の引き渡しはゼロとなった。また、工作・精密機械の生産再開も許可された。これらにより、

民需への転換と多角化・多品種化の進展がスピードアップしていった。 

 次に、民需への転換をいち早く実現し、新たなビジネスチャンスを獲得した事例をあげてみたい。 

 三條機械製作所は、三条鉄工機械金属工業組合連合会（１９３８年発足）が所有していた共同施設工場を同

会が戦時統制のなかで解散するにあたり､その一切を継承して１９４２年７月に設立された。その直後から新潟

鉄工所の専属下請工場として工作機械および精密型打鍛工品の製造に着手した。終戦を契機に下請から離れ､

たばこ製造用機械と関連設備、内燃機械・農機具・作業工具および鍛工品の製造に進出した。１９５６年時点

では、たばこ製造機は「フイリピン、インドネシヤ等の賠償協定の締結を見るようになり其の方面の輸出を現

在の商談と合せ」展開し、内燃機械は「国内は勿論東アジア方面に於て好評を得ており其の需要を満すため増

産計画を完了」し、作業工具は「各地の市場で他社製品を圧して販売が増大し今後益々増産を行わなければな

らない現況」（１５）と総じて好調であった。

 北越工業は、西蒲原郡地蔵堂町を代表する企業家である氏田万三郎がコンプレッサー部品の生産を目的に１

９３８年に設立した地蔵堂鋳物工業所に端を発する。翌３９年に三条出身の機械商の山崎彦一が社長に就任し

て北越工業と改称し､４０年に国産初の空冷式コンプレッサーの生産に成功した。これは、工場や鉱山の空気動

力源や温泉・天然ガス井のエアリフト用に広く普及した。４３年に海軍指定工場となった。終戦時社長であっ

た田辺雅勇は、民需への転換のためにはより高い技術が必要と判断して､海軍技術者の佐藤五郎を招聘し、４８

年に佐藤が社長に就任した。佐藤は、知遇を得ていたアメリカ極東空軍のルッツ大佐を通じて､エンジン駆動の

ポータブルコンプレッサーの受注に成功した。アメリカ軍の厳しい品質検査をクリアし、２００台の納入を果

した。アメリカ軍の検査へのチャレンジは、技術力向上にプラスとなった。そして、５２年には「エアマン」

とのブランドを確立した（１６）。

 同じく地蔵堂町で航空機部品を生産していた永田精機は、１９４４年６月に東京から疎開した企業であった。

同社は、１９０３年に永田信一により国産初のメリヤス織機の製造を目的に立ち上げられ､１８年に永田莫大小

機械として株式会社化した。１９３７年に同社名となり、翌３８年には陸軍航空本部監督工場に指定された。

終戦後には、メリヤス織機の製造への復帰を目指して東京へ戻った。しかし、東京では食糧事情が悪化し、工

場・機械設備の整備もままならなかったため、１９４６年２月に同町にて横編機械・靴下編機械の修理を再開

した。その後、陸軍およびメリヤス技術者を採用し､各種メリヤス編機の開発・製造を開始した。４８年に商工

省から重要産業工場に指定され生産が軌道に乗った。５０年以降には、ナイロン靴下織機の製造にも着手した
（１７）。メリヤス編機の生産高は、５２年の９，９１８万円が５４年には１億４，８６４万円となった。 
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  ｂ．日本瓦斯化学工業（現・三菱ガス化学） 

１９４７年に新潟県嘱託の牧山鶴彦を中心とした調査で、県内で良質な天然ガスが豊富に埋蔵されているこ

とが確認されたものの、当初は各種燃料用の使用に止まっていた。その後、天然ガスを原料に化学工業の起業

が構想された。その中核を担ったのが、海軍の燃料技術者として軍需省燃料局長を務めた榎本隆一郎である。

榎本は、同じく海軍出身の江口孝と山本為親の協力を受け、天然ガスを原料とするメタノールの製造を計画し

た。そして、「新潟地区に賦存する豊富低廉な天然ガスを原料として高度に利用し、先ず迅速確実に事業化出来

て企業採算上有利なメタノール合成工業から出発し、順次各種の高級合成工業に進展せしめる」（１８）ことを

目的に、１９５１年４月に日本瓦斯化学工業を資本金５００万円で設立し、榎本が社長、江口が専務取締役に

就任し、取締役に渋沢敬三（元日本銀行総裁・大蔵大臣）・藤山愛一郎（日東化学社長・元日本商工会議所会頭）・

中野四郎太（新潟交通社長）・有沢忠一（有沢製作所社長・高田市議会議長）、監査役に佐々木義彦（東邦レイ

ヨン社長）、相談役に発起人代表を務めた豊田貞次郎（元外務・商工・軍需大臣）および塚田公太（元貿易庁長

官）・大原総一郎（倉敷紡績社長）と東京および新潟県内の産業界の有力者が名を連ねた。同年８月には、岡田

正平の尽力により、閉鎖されていた東洋合成新潟工場の入手に成功し、榎工場として翌５２年９月から国内初

の天然ガスを用いたメタノールの製造に着手した。さらに、５４年９月にはホルマリンの製造も開始した。 

 

 ｃ．北越製紙（現・北越紀州製紙） 

 北越製紙は、戦時中には長岡工場でのヴァルカナイズドファイバー、新潟工場での人絹パルプの製造が中心

となっていたが、１９４７年７月に新潟工場で新聞用紙と亜硫酸パルプ、９月に長岡工場で板紙の製造を再開

した。さらに、同年１１月には研究所を新たに設置し、研究開発体制を整備した。４９年６月と５０年８月に

倍額増資をおこない、資本金は２億円となった。これにより調達した資金を積極的な設備投資に振り向け、５

０年８月に新潟工場に隣接するパルプ工場にアキュームレ―ター、翌５１年７月に新潟工場にドラムバーカー

を新設し、８月に亜硫酸パルプ増産のための木釜を復旧させた。同年１月には長岡工場に長網抄紙機を増設し、

上質紙（感光紙原紙）の製造に着手した。この間、４９年９月と５１年１月に社債を各１億円発行し､原木購入

や新潟工場の用水設備の増設などに充てられた。再開後の生産が軌道に乗るとともに５１年５月の価格・配給

統制の解除、需要の増大や朝鮮戦争勃発に伴う「三白景気」の到来により、業績は顕著に向上した（１９）。 

 

  ｄ．津上製作所（現・ツガミ） 

 津上製作所は、１９３７年に津上退助により設立され、ねじ切りフライス盤やブロックゲージなどの製造で

戦時期において軍需会社に指定されるなど､長岡地域を代表する工作機械・精密機械メーカーの１つとして成長

を遂げていた。終戦直後に業務の停止と転換が余儀なくされるなかで、津上はミシンの生産に着手することを

決断し、４６年にはＧＨＱからミシンおよび研磨盤・ねじ転造盤の生産を許可された。ミシンは４８年末まで

に１万５，０００台を製造し、約８０％がアメリカ他に輸出されて好評を博した（２０）。ミシンの製造はこの

間の同社の経営を下支えするとともに、全面再開に向けての技術力・研究開発能力の維持・向上に寄与すると

ころとなったのである。その後､５０年１月に工作・精密機械の全面的な製造が許可された。これを受けて、「こ

の本業の全面的活動を意図し、着々と計画を遂行する」こととし、「工作機械、測定機の引合が相当にあ」り、

「さしあたり工作機械二台測定機二台をサンプルとして、米合衆国に輸出する商談が成立」するなど、「米合衆

国に於ける工作機械並に測定機工具等の販路も、漸次開拓されて行くものと確信」（２１）していると事業発展

の可能性を展望している。アメリカのヘリコイル社との技術提携や人絹製造用ギヤポンプの試作にも着手した。 

 

  ｅ．信越化学工業 

 信越化学工業は、１９４６年のＧＨＱによる食糧確保のための肥料の緊急増産指令および直江津工場の重要

工場指定に対応して、チオ窒素や配合肥料・粒状石灰窒素製造設備の新設や窒化炉の増設、カーバイド炉のゼ

ーダーベルク電極方式への改造などの設備の新増設を推進し、石灰窒素やカーバイドおよび熔成燐肥の生産を

拡大させた。また、親不知出張所の原石山の機械化工事もおこなった。これらにより、石灰窒素の生産量は１

９５５年に５２万６，０００トンと 大となり、全国シェアは１７．５％に達した（２２）。 

 

  ｆ．電気化学工業 

 電気化学工業は、石灰窒素やカーバイドの増産を図るとともに､１９４８年に政府が策定した「有機合成化学
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工業拡充五ヵ年計画」に対応して､翌４９年に酢酸ビニール製造の試験工場を青海工場内に設置して研究を重ね､

５１年にはモノマー製造設備を完成させた。また、主要原料の石灰石を有効活用するために、１９５３年に別

会社として電化セメントを設立し、青海工場で製造したセメントを北陸地方を中心に販売した（２３）。製造能

力は年産１２万トンであった。事業が順調に推移したのを受けて、５５年７月に電気化学工業と合併した。 

た。 

 

  ｇ．日本曹達 

 日本曹達は、二本木工場にて主力の苛性ソーダや液化塩素・塩酸・晒粉の増産に加えて､防疫剤であるＤＤＴ

や石鹸・化粧クリーム・香料・染料などの日用品も製造した。１９４９年には、企業再建整備法に基づき同社

を存続会社とし日豊化学工業・日曹製鋼・日曹炭鉱を第二会社として分離・独立させることとした。同年１１

月に資本金を１億９，４００万円から５億８，０００万円に増資して新旧勘定資産の処理と設備拡充資金を調

達し､翌１２月に新生日本曹達と３社が設立された（２４）。日本曹達の直江津製鋼所は、日曹製鋼に所属するこ

ととなり、従来のニクロム線加工や線材・丸棒・ボルト、自動車用バルブに加えて、棒鋼・鍛造・鋳造品や砂

鉄銑・サンドポンプ、バナジウムの生産にも進出した。その後､１９５０年に二本木工場での石油化学事業計画

を策定した。これは、灯油または軽油を分解して原料を作り､エチレン・プロピレン・ブチレン・芳香族系の製

品を生産しようとするものであった。同計画は通産省の支援を受けたものの､金融機関からの協調融資が得られ

ず実現には至らなかった（２５）。とはいえ、日本における石油化学事業計画の嚆矢として高く評価できよう。 

 

  ｈ．大日本セルロイド（現・ダイセル化学工業） 

 大日本セルロイドは、新井工場にてアセチレン系有機合成品の生石灰・カーバイド・醋酸・無水醋酸・醋酸

エチール・醋酸ビニール・塩化ビニール・モノクロール醋酸を中心に製造し､同社内での製造高比率は２９．３％

を占めていた。１９４９年にカーバイド製造用電気炉を新設し､製造能力が戦前の１．７倍に拡大した。また、

翌５０年に石灰炉も増設した。これを受けて､醋酸繊維（エストロン）並びにプラスチックの一貫生産が計画さ

れていた（２６）。５０年５月には２億円の社債発行を決定し、主に新井および堺工場の設備増強に充てられた。 

 

  ｉ．新潟硫酸（サン化学を経て、現・コープケミカル） 

 新潟硫酸は、新潟工場で過燐酸石灰と薄（鉛室）硫酸、石山工場では強（接触）硫酸と研磨剤・農薬（硫酸

ニコチン）を製造していた。製造高比率は過燐酸石灰が６０．０％、薄硫酸が２０．３％、強硫酸が１６．３％

であった。販売地域は県内はもとより、関東・北陸・東北・北海道地方および朝鮮半島にも広がっていた（２７）。 

 

  ｊ．昭和電工 

 昭和電工は、鹿瀬工場で石灰窒素の製造をおこなっていた。設備の老朽化に対して、１９４６年３月から石

灰炉・カーバイド電炉・ＦＣ式窒化炉や原石山の改修・復旧工事に着手していた（２８）。同工場から調達した

カーバイドを原料にアセチレンガスを採り、触媒を用いてアセトアルデヒトから醋酸や醋酸エチール・エステ

ル・ビニールの製造を担ったのが昭和合成化学工業（昭和電工とラサ工業の合弁で１９３４年に設立）である
（２９）。同社は、４９年９月に１，５００万円から５，０００万円に増資し、醋酸ビニール設備を増設し

  

 （ⅲ）各種支援体制・機関の確立および経済・産業団体の創設 

県内の中小企業振興策も急ピッチで拡充されていった（３０）。新潟県は、１９４８年６月に中小企業振興対

策相談所を設置した。同年１１月には新潟県中小企業相談所として改組された。長岡・柏崎商工会議所、高田・

三条市役所および燕町役場に開設され、経営・技術・資材・法律などの諸問題の相談を受けつけ、国・県の担

当者および専門家が回答した。５１年２月には、商工会議所・商工会に併置されることとなり、１７ヶ所に拡

大した。 

１９４８年には、新潟県は商工業者の経営の合理化を推進するために、企業診断制度を導入した。業者の申

し込みに応じて、技術・労務・経理・経営の全般診断または部門別診断を中小企業庁登録スタッフがおこなう

もので、５５年末までに３８７工場で実施された。また、４８年度から、中小企業等協同組合法による事業協

同組合の共同施設の設置に対して補助制度を実施し、５４年度にかけて７１組合に９，４３３万１，０００円

を助成した。 

１９５０年４月に、新潟県は中小企業の健全化のための基本方針の確立を目的として、新潟県産業合理化対
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策協議会を設置した。その後、朝鮮戦争終結後の経済状況の悪化のなかで、地域・業種別の合理化対策の策定

が不可欠として、５２年７月に同協議会を新潟県中小企業対策協議会に改組した。そして、県下１６郡に支部

を設置するなど体制の強化と内容の刷新を図った。同年５月には、新潟県中小企業機械類貸付譲渡条例を制定

した。これは、高精度・高能率な機械・設備を県が購入して、中小工業者に５ヶ年の年賦償還で貸し付けるも

ので、５５年度まで１，０５４台・３億９６５万５，０７６円の機械・設備が更新された。５３年度からは、

工作機械制度検査規則を設け、工場からの申請を受けて検査をおこない、修理が必要な場合は県の指名する工

場を斡旋して、精度の向上を進めた。 

 新潟県が設置する試験機関は、金属工業試験場（三条市）・高田工業試験場（高田市：木工・繊維・金属）・

木工試験場（加茂町）・竹工試験場（赤泊村）・繊維工業試験場（見附町）・繊維工業講習所（十日町市）・醸造

試験場（新潟市）と多岐にわたり、それぞれが技術指導講習会・研究会などを開催し、中小工場の中堅技術者

の技術力向上と新技術の普及を主導した。 

 資金面については、中小企業の信用力の向上により融資の円滑化を図るために、１９４９年４月に社団法人

新潟県信用保証協会が設立された。５５年４月には特殊法人に改組され、保証制度の拡充が進められた。また、

５２年には新潟県地方産業育成資金貸付制度が発足した。これは県独自のもので、県が市町村に６，０００万

円を貸し付け、市町村がさらに借入額の２割以上の自己資金を加えて金融機関に預託する一方で、貸付にあた

っては各地の商工会議所会頭または商工会会長を委員長とし金融機関も加えた融資委員会を組織して、同委員

会で審査可決された申請者に対して金融機関から融資をおこなうという方式であった。５５年末までの貸付累

計は実に７万３，４２８件・２６億９，９９４万８，０００円に達した。これからも、この時期の中小企業の

旺盛な資金需要をみてとれる。 

 昭和戦前期には、新潟県内に新潟・直江津・長岡・高田・三条・柏崎に商工会議所が存在していた。１９４

３年９月に戦時統合の下で新潟県商工経済会として再編成されたが、戦後の４６年１０月以降、社団法人とし

て改めて設立された。特筆すべきは、翌４７年から５５年にかけて、新発田・佐渡・新津・燕・加茂・小千谷・

糸魚川・村上・五泉・十日町・亀田・頸南（新井市）とほとんどの県内主要都市で商工会議所が新設されたこ

とである。この間、５３年１０月の新たな商工会議所法の施行を受けて特殊法人に改組し、「地域的総合経済団

体」としての性格がより明確なものとなり、地域の商工業振興に主導的な役割を担っていくこととなったので

ある。一方、主に町村単位の商工会も各地で次々と立ち上げられ、５５年時点では１０７を数えた。また、５

２年４月には、商工会間の連携強化を目的に新潟県連合商工会が創設された。 

 中小企業・事業者が同業種・異業種の如何を問わずに結集し、総合的かつ相互扶助的な協同組合組織の結成

による中小商工業者全般の経済活動の推進、経済的地位の向上を目指して、１９４９年６月に中小企業等協同

組合法が公布された。中小企業等協同組合は、事業協同組合・信用協同組合・協同組合連合会および企業組合

の４つのタイプから構成される。同法が公布・施行された当初の県内での組合数は、戦時期の各業種の統制組

合が改組・存続したものが殆どの約１８０に止まったものの、その後順調に立ち上げられ、５６年１月末で事

業協同組合が６１６、企業組合が３０１に達した。信用協同組合は、５０年２月に新潟県商工信用協同組合が

設立されて以降、県内各地での立ち上げが相次ぎ、５５年末には１４組合となった。また、５１年６月に信用

金庫法が公布・施行され、同年１０月に新潟信用組合が新潟信用金庫に改組したのをはじめ設立が続き、５５

年末には１１を数えた。中小企業等協同組合の総合専門指導機関として、４８年７月に任意団体で創設された

新潟県商工組合中央会が、５５年１２月に新潟県中小企業等協同組合中央会として新設された。行政や金融機

関、商工会議所・商工会と緊密に連携し、各組合の健全育成を担った。 

多種多様な組合の結成は、組合員の企業間競争は不可避ではあるものの、業界全体の発展を第一義して掲げ、

業界内外の関係者との協調が重視されたことに他ならない。 

  

 （ⅳ）小括 

 １９４５年の終戦以降５５年にかけての新潟県の工業は、終戦直後のインフレそしてドッチラインの下での

デフレとの経済状況の急変やＧＨＱによる賠償工場の指定、統制経済の継続や原材料・資材の不足などの制約

された環境にもかかわらず、政府の傾斜生産方式による経済復興策の進展や軍需から民需へのスピーディーな

転換などにより、１９４８・４９年から回復基調に入り、５０年には実質工業生産高が戦前の水準（１９３４

－３６年の平均）を超えた。さらに、朝鮮戦争による特需が追い風となった。５２・５３年には景気悪化にみ

まわれたものの、主要産業の化学や機械をはじめとして、繊維（紬・明石・羽二重および合成繊維・メリヤス・
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細幅テープ）・金属（洋食器・利器工匠器・ミシン部品・鑢）、米菓を中心とする食品工業企業の旺盛な事業拡

大志向による多角化・多品種化の進展に加えて、行政・産業界の様々な振興・支援策や相互連携などが奏功し、

５５年の生産高は戦前の水準の２倍に達し、軍需で活況を呈していた１９４０年をも上回るに至った。 

 

 Ⅱ．１９５５－１９６０年の動向 

 

 （ⅰ）新潟県および東北６県との連携関係の構築 

１９５５年以降、新潟県および東北６県の開発は、一大画期を迎えることとなった。この過程を述べる前提

として、５５年までの動向について一通り振り返っておきたい（３１）。 

１９４６年１２月に東北地方行政事務局の主催で、東北６県の産業界・政府出先機関・学識経験者が結集し

て東北産業開発調査会が立ち上げられた。翌４７年６月には、東北六県自治協議会が創設された。ここで注目

すべきは､新潟県が同協議会への加入を積極的に求めたのを受け入れ､４８年７月に東北七県自治協議会が新潟

市で開催されたことである。戦前までは、東北６県と新潟県との結び付きは必ずしも強いものではなく、東北

６県および新潟県という新たな枠組みを主体的に志向・構築して相互の連携を強化し、広域性をより強くうち

だすことで、他地方より先行して開発を進めようとしたのである。４９年３月に、経済安定本部が国土総合開

発法の制定を目指して国土総合開発審議会を発足させたのを受けて､同年５月に東北６県および新潟県の知

事・県議会議長・商工会議所代表が結集して、東北地方の資源開発と産業振興の計画並びに実施方策を策定す

ることを目的に東北振興計画委員会が立ち上げられた。１０月には各県の要望をまとめて、東北七県自治協議

会名で国土総合開発審議会に提出した。 

さて、１９５５年１月２２日の第２１回国会冒頭における施政方針演説で、内閣総理大臣の鳩山一郎が北海

道および東北地方の開発に政府として積極的に取り組むことを明言した。これを受けて、経済企画庁が計画策

定に着手し、既存産業の一段の振興と天然ガスや砂鉄などを活用した新産業の育成を骨子とする「東北地方総

合開発調査中間報告」が同年１１月に取り纏められた。 

 ５６年に入ると自民党、社会党それぞれが東北開発特別委員会を設置して議論を進めた。そして、５月２８

日の衆議院本会議に、両党の東北地方選出議員が、東北地方開発の総合計画の樹立と実行にあたっての必要な

予算措置を求める「東北開発に関する決議」を上程し、満場一致で可決された。これを受けて、東北６県およ

び新潟県・東北興業・東北電力などが中心となり、東北開発推進協議会を６月２６日に結成し、東北地方の建

設事業費を北海道と同等とすることに加え、東北開発審議会・東北開発庁・東北開発金融公庫（いづれも仮称）

の設置を求めた。先述した東北七県自治協議会も同様の要望をおこなった。また、政府も、８月に関係機関の

意思統一のために、経済企画庁に臨時の東北開発連絡協議会を設置した。 

 自民党東北開発特別委員会は政府と検討を重ねて、１０月に「東北総合開発促進のための重点施策」として

取り纏めた。東北地方の未活用資源と広大な土地の開発・利用を基本的方向とし、当面はインフラ整備に重点

をおき、その実現のために、東北開発促進法・東北開発公庫法・東北開発庁設置法など５法の制定・改正をお

こなうというものであった。 

東北開発公庫の設置については、１，０００億円の減税実施を理由に公団・公庫の新設を認めない方針をと

った大蔵省と対立し、自民党と大蔵大臣の池田勇人との間での政治折衝まで持ち込まれた。その後、同省が提

示した北海道開発公庫の北海道東北開発公庫への改組との方針に落ち着き、北海道サイドの反対はあったもの

の、 終的には妥結した。こうして、５７年２月に北海道開発公庫法の一部を改正する法律案、３月に東北興

業株式会社法の一部を改正する法律案と東北開発促進法案のいわゆる「東北開発三法」が閣議決定した。それ

ぞれ国会での議決を経て、４月２７日には北海道東北開発公庫に改組された。 

北海道東北開発公庫は、新潟県内に対しては、天然ガス利用のメタノール・アンモニア工業を中心に積極的

に融資をおこなった。１９５６年度から６１年度にかけての合計が、件数は８０件・金額は３３９億３，１０

０万円で、東北地方のなかでは件数で２１．７％、金額で３０．５％を占めトップであった（３２）。北海道東

北開発公庫による融資が当該期における新潟県の工業化を下支えしたこととともに、東北地方の開発の進展に

おいて、新潟県の工業化が重要なポイントとして位置づけられていたことにも注目する必要がある。 

 

（ⅱ）北村一男知事の産業振興策と新潟県工場誘致条例の改正 

岡田正平の開発推進による歳出の拡大やシャウプ税制改革の影響で、県財政は１９５１年度以降赤字に転落
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し、５４年度には累積赤字が２４億６，０００万円に達した。５５年４月の県知事選挙で財政再建を掲げる北

村一男が岡田を破り初当選した。北村は、１８９７年１月１７日に新潟県南蒲原郡杉沢村（現・見附市）に生

まれ､加茂農林学校・中央大学を卒業後に堤商会での勤務を経て､鶴見化学工業社長・東京測器および田沢鉱業

常務取締役・見附市農業会長・見附市農業組合長・新潟県農業会理事などを歴任し､１９４７年に参議院議員に

当選して農林政務次官や自由党参議院幹事長などを務めた（３３）。 

新潟県工場誘致条例が期限を迎える１９５６年４月１日には、地方財政再建促進特別措置法の適用を受けて、

自治省から財政再建団体の指定を受けるに至った。岡田が主導した同条例の存続が危ぶまれたものの、北村は

財政再建とともに、天然ガスを原料とする工場誘致や中小商工業振興による工業化の進展も重視しており、新

たな条例案を議会に提出し、同年５月の県議会臨時会で可決された。同条例は５６年４月１日から５９年３月

３１日までの３ヶ年度で、指定基準は、旧条例と比べて、投下固定資産総額が３，０００万円から１億円以上、

常用従業員数が１００人から２００人以上となり、また、従来の事業税対象による奨励金の交付基準も投下固

定資産総額によることとし、予算の範囲内において総額の１００分の１を限度とすることとなった。なお、施

設的便宜供与は前条例と同様とした（３４）。新条例は旧条例より適用条件が厳しくなったものの、６１年度ま

で更新された結果、５６年度から６１年度にかけて４３工場が指定を受けた。５６－５９年度の指定先は、表

２のとおりである。奨励金は３５工場に交付され、総額は４，２１３万円に達した。 

 

表２ 改正新潟県工場誘致条例により指定された工場（１９５６－１９５９年度） 

年度 指定新設工場 指定既設工場 
投下固定資本総額

（百万円） 

１９５６年度 日本セメント(新潟包装所)・姫川電

力（糸魚川）・第一コンクリート工

業(中条)・日本軽金属(新潟) 

新潟トヨタ自動車(新潟整備工場)・電気化学工業

(青海)・日本化学工業(村上)・大日本セルロイド(新

井)・日東硫曹(新潟)・新潟硫酸(新潟)・北越製紙(新

潟および長岡)・歴世礦油(新潟)・日本石油（新潟

製油所）・新潟電気工業(新潟) 

１１，１６１

１９５７年度 － 日本石灰石開発(田海)・東洋瓦斯化学工業(新潟)・

日本瓦斯化学工業(新潟松浜)・信越化学工業(直江

津) 

１２，１６９

１９５８年度 明道金属(新潟) 日本ステンレス(直江津) １，１５０

１９５９年度 － 電気化学工業(田海)・日本曹達(新潟松浜)・協和ガ

ス化学工業(中条)・第一工業製薬(大潟)・日産化学

工業(長岡)・日本瓦斯化学工業(新潟榎)・新潟市場

冷蔵・新潟硫酸(新潟石山)・日東硫曹（新潟） 

８，１３４

出典：表１と同じ。 

 

 このうち、日本化学工業村上工場は熔成燐肥と化成肥料、東洋瓦斯化学工業新潟工業所（帝国石油と東洋高

圧の共同出資で設立）は尿素・硫安・ドライアイス、日東硫曹は過燐酸石灰・化成肥料・硫酸、新潟電気工業

はカーバイド・溶解アセチレン・生石灰、明道金属新潟工場はステンレス鋼材と普通鋼材、日本ステンレス直

江津製造所はステンレス鋼板とステンレス鋳鋼、協和ガス化学工業中条工場は青酸・アセトンシアンヒドリン・

塩化シアヌル・乳酸ニトリル、日本曹達二本木工場新潟製造所は青化ソーダと青化カリ、第一工業製薬大潟工

場は合成糊料をそれぞれ製造した（３５）。同条例による支援策が、県産業を主導する化学・金属工業の進出・

新設および増設を引き続き促進したのである。 

 なお、北村は、中小企業振興のために、地方産業育成資金を６，０００万円から１億６，５９８万円に拡大

して金融の円滑化を図り､信用組合の強化・育成や新潟県信用保証協会の保証枠の増大のための市町村の出資を

促した。これらとともに、信濃川下流の関屋分水路開削計画の策定や新潟・直江津港の整備､当時のソ連・北朝

鮮との間で洋食器・繊維製品・機械の輸出と原油・木材・鉄鉱石を輸入する「対岸貿易」の拡充にも尽力した。

北村には県財政の再建を主導したことによるいわば「コストカッター」との評価が根強いものの、産業振興に

ついては岡田の路線を修正しつつも概ね継承・進展させており、その評価は修正されてしかるべきであろう。 

 

 （ⅲ）機械工業の発展 

 １９５０年代後半から６０年にかけて特筆すべきポイントとして、機械工業の発展が顕著であったことがあ
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げられる。１９５５年と６１年で比較すると、事業所数は１．５倍、出荷額は４．１倍に拡大した。６１年の

新潟県の工業出荷額において機械工業の占める割合は１８．４％となり、長らく１位を続けていた化学工業の

１６．４％を上回った（３６）。 

 このうち、機械工業のリーディング・カンパニーである新潟鉄工所は、一般用工作機械やディーゼル機関・

鉄道車両・船舶および紡機・製油機・農機具などへの多角化・多品種化を加速させるとともに、外国企業との

提携により技術導入を図った（３７）。具体的には、１９５２年１２月にアメリカのトウイン・ディスク・クラ

ッチ社と新潟コンバーター、翌５３年１１月にウオシントン社と新潟ウオシントンをそれぞれ合弁で設立した。

前者は南蒲原郡加茂町で自動流体変速機、後者は柏崎市でポンプ・コンプレッサー・蒸気タービン・メーソン

ネーラン自動制御機器の製造に着手した。また、１９５４年から６１年にかけて、新潟工作機（ベット研削盤

などの導入と平削盤国産化）・内燃機（仕上場増設）・製鋼・車両（ディーゼル車組立能力拡充）・造船（クレー

ン・ドック増設）工場および長岡工場（産業機械・チクサンジョイント生産能力拡大）に総額１２億４，００

０万円の旺盛な設備投資をおこなった（３８）。この他、津上製作所は転造盤・万能自動旋盤・万能円筒研削盤・

工具顕微測定機をはじめとして織機などの産業機械および自動販売機やジュークボックス（３９）、オーエム製

作所長岡工場は従来からの紡績機械に加えて大型片持立旋盤などの工作機械、倉敷機械は横中ぐり盤や産業機

械などの製造を拡大させ､技術の向上や設備の近代化により業績が向上した（４０）。自動車向けピストンリング

では、柏崎市の理研ピストンリングが国内をはじめ海外のメーカーにも販路を広げた。一方で、戦後に設立さ

れた新興企業の成長にも着目する必要がある。１９４６年に新潟鉄工所長岡工場副工場長などを務めた永井猶

吉が独立して長岡市で設立した日本精機は、５９年に本田技研工業のスーパーカブ、６０年に富士重工業の自

動車向けのスピードメータ－の受注を獲得して量産を進めた（４１）。また、１９５０年に内田鐵衛により三条

市で設立された内田製作所は、５２年に日本初の加圧式石油コンロ、５５年には石油ストーブの開発・量産化

を実現した。同社は全国に営業所・出張所を設置し、「コロナ」とのブランドで販路を拡大していった（４２）。 

 

  

 （ⅳ）化学および金属工業の展開 

 化学工業については、日本瓦斯化学工業は、榎工場で１９５３年から５回にわたりメタノール製造設備を拡

大させた。また、アンモニア・尿素・硫安の製造を企図し､別会社で日本尿酸工業を５５年に設立し、５７年３

月に新潟市松浜に新工場を建設した。同工場は５９年までに製造能力を倍増させるとともに、翌６０年に醋酸

とブタノールの製造にも着手した（４３）。 

 北越製紙は、１９５４年４月にパルプ工場に１号渉紙機（上質紙）を新設した。翌５５年に「金毬」として

販売を開始した。同工場では､５７年３月に晒亜硫酸パルプから転換を図るために、晒クラフトパルプ設備を完

成させた。また、長岡工場では、５６年３月に３号抄紙機（特殊上質紙）を新設した（４４）。なお、５４年４

月時点での旺盛な設備増強および投資計画は表３のとおりである。一方､５５年以降に市況の悪化や主要代理店

の経営不振によりリストラクチャリングが余儀なくされるところとなったが、詳細は別稿に改めたい。

 

表３ １９５４年４月時点での北越製紙の設備増強および投資計画（単位・千円） 

 所要資金 増資 借入金 自己資金 主な目的 

パルプ工場抄紙機新設 ４５３，０００ ２９０，５５０ － １６２，４５０ １１２インチ長網・パルプの自社

消費、加工度向上 

市川工場晒設備改良 ４９，５８３ － ４９，５８３

(４６，２１２)

－ 新潟工場のＳＰ、戸田工場のＫＰ

の増産に対応 

市川工場急速濾過装置 ３０，０００ － ３０，０００

(１６，１１０)

－ 晒設備改良に伴い給水能力向上、

水質アップによる製品の均一化

戸田工場薬液回収装置

改良 

４３，０００ － ４３，０００

(３８，３１４)

－ 回収能力の向上、燃料効率の上

昇、増産に向けての基礎工事 

新潟工場５号抄紙機改

良（計画） 

３６，０００ － － ３６，０００ ドライヤー・ストックメーカー・

パルパー等設置、増産と品質向上

新潟工場７号抄紙機改

良（計画） 

３０，０００ － － ３０，０００ ドライヤー増設、ジョルダン・ビ

ーター等設置、増産と品質向上

合計 ６４１，５８３ ２９０，５５０ １２２，５８３

(１００，６３６)

２２８，４５０  

出典：北越製紙株式会社『新株発行目論見書』（１９５４年４月１日）より作成。 

注：借入金のカッコ内は、既に借入済の金額である。 
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 信越化学工業は、直江津工場の近代化を推進するとともに、同工場がもつカーバイド・金属珪素・天然ガス

を有効に活用し､磯部工場との有機的な連関を図るために、その後長きにわたり主力製品となる塩化ビニールと

食塩電解設備の新設を１９５６年６月に決定した。そして翌５７年４月までに完成させ製造に着手した（４５）。

この間、後に社長に就任する小坂徳三郎のリーダーシップのもとで、１９５１年からのＱＣ活動の推進による

生産効率・品質向上の実現や５３年１１月の第３回デミング賞実施賞の獲得も注目すべき成果である。 

 電気化学工業は、５０年代からの石油化学工業（特にアセチレン有機合成化学製品）の勃興やカーバイドの

増産およびコストダウンの必要性との経営課題を克服するために、１９６０年に青海町内に田海工場を新設し

た。同工場は、苛性ソーダ・高圧式メラニン・塩化ビニール樹脂・クロロプレンゴムの製造設備を有した。一

方、青海工場でも、石化石灰やアクリロニトリルの製造が開始され､セメントキルンや醋酸および醋酸ビニール

の増産が進められた（４６）。これに伴い、大型密閉電炉の増強や発電・受電能力の拡充が行われた。 

 

。 

 

 日産化学工業は、１９６０年９月に長岡工場を新設した。同社は、肥料市場の競争激化のなかで、天然ガス

の活用を計画し、大量かつ低価格で採掘できる長岡に着目していた。一方、長岡市は積極的に工場進出をはた

らきかけていた。当初の計画はアンモニアと硫安を製造し、軌道に乗った後にアセチレン系誘導品にも着手し

ていくとのことであった（４７）。

 金属工業では、日本軽金属新潟工場の生産再開が大きい。同工場は１９４１年に新地金の製造を開始したも

のの､終戦により操業を停止した。その後､アルミニウム需要が拡大する一方で､ライバルの昭和電工が生産能力

を拡大させていたため、１９５５年に大型電解炉の導入と自動化・機械化の徹底によるコストダウンを骨子と

した再建計画を決定し工事に着手した。そして、５８年４月にアルミニウム地金の製造の再開を果した（４８）。 

  

 （ⅴ）主要企業の旺盛な増資とその意義 

 １９５０年前後から６０年にかけての主要県内企業および進出企業で特徴的なのは、複数回の増資を断行し

たことである。例えば、日本瓦斯化学は１９５１年の設立時に５００万円であったのが８回の増資の後に５９

年には３３億円となった。北越製紙は戦前の４４年に１，７１５万円が戦後６回増資し５４年に９億円（４９）、

新潟硫酸は４９年に１，２００万円であったのが４回の増資により５５年には２億４，０００万円となった。

また、信越化学工業は４９年の５，０００万円が６０年に２２億円（この間７回増資）、電気化学工業は４９年

の２億円が６０年に４０億円（７回増資）、日本曹達は４９年に１億９，４００万円から５億８，０００万円、

そして５６年には１５億８００万円（３回増資）などで、この間主要企業は概ね３－５回ないしそれ以上の増

資をおこなっている（５０）。もとより各社の増資の目的は一様ではなく、戦後の急速なインフレの進行をはじ

め、これによる運転・設備資金の必要や増大する借入金の返済、さらに資産再評価法（１９５０年４月公布）

に基づく再評価積立金の組み入れ（無償交付）によるところも大きいが､新たな設備投資に充当させるケースが

数多くみられる。当該期における主要各社の投資意欲が高かったことの証左といえる。これとともに指摘する

必要があるのは､１９４９年７月に新潟証券取引所が開設されると県内企業はもとより進出企業の多くが上場

をおこなったことである。大半の進出企業は同年５月に開設された東京・大阪・名古屋証券取引所に上場を果

し、これらが主要な調達先であるのはいうまでもないが、新潟の市場からも可能な限り資金を調達して自己資

本を積み増し､爾後の投資に振り向けようとするスタンスであるとその意義を理解すべきであろう

  

 （ⅵ）小括 

この間の新潟県の工業は、「神武景気」や「岩戸景気」の下での良好な経営環境による旺盛な設備投資や輸

出の増大が追い風となり、機械・金属工業を中心に発展がみられた。１９６０年度の製造業の生産額は６５９

億３，８０００万円で、５５年度から１．９倍に拡大した。県内総生産に占める割合は２０．７％となった。

一方で、農業は６１７億３，８００万円・１９．４％であり、生産額では製造業が農業を初めて上回るに至っ

たのである（５１）。

 

 結びにかえて－今後に向けての展望－ 

  

 本稿は、戦後復興期から高度経済成長期に入るまでの新潟県の工業化の進展における行政・企業・各種団体

の動向について跡付けてきた。以下では、得られた知見をふまえて、高度経済成長期における新潟県の各主体

の動向に研究を進めるにあたっての若干の展望を示してみたい。 
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 改めて指摘するまでもなく、高度経済成長期は民間の設備投資が極めて旺盛で「投資が投資をよぶ」状況で

あるとともに、本格的な大衆消費社会が到来することになった。こうした良好な経営環境のもとで、企業家な

いし経営者は、積極的かつ主体的に活動することで大きな成果をあげ、経営発展と企業成長を実現させたので

ある。 

 当該期の新潟県は全国的な経営環境の好転による影響もさることながら、別の側面から大きな変化が生じる

こととなった。詳細は次稿にゆずるが、県知事の塚田十一郎のもとで、新潟が「新産業都市」、県内５地区が「低

開発地域工業開発促進法に基づく開発地区」に指定された。また、「新潟工業港（現在の新潟東港）」の開発が

着手されるなど、産業発展および企業成長のための広い意味での「インフラ」が大きく進展したのである。こ

うした状況の変化において、本稿で取り上げた行政・企業・各種団体が戦後復興期以降確立していった活動の

基盤を踏まえて、それぞれが活動の規模と範囲をいかに広げ、深めていったのか、別言すれば、行政は地域の

振興を、産業界は「競争と協調」の関係を前提としての組織および関係者間の活性化を、企業は新たなビジネ

スチャンスを捉えて事業規模と範囲を拡大することで得られる成長を実現できたのか或は否かを諸史料に基づ

いて解明していく必要がある。また、本稿では不充分であったが、それぞれの間での相互連携がいかになされ、

いかなる相乗効果を生み出して、それらが総体として新潟県の工業の発展・成長を主導していったのかも立ち

入って検証していきたい。 

 

【付記】 

 本稿は、「平成２１年度長岡大学教員研究費Ｂ」による成果である。本研究を採択くださった原陽一郎学長に

謹んで感謝申し上げる次第である。 
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（24） 日本曹達株式会社『増資目論見書』１９４９年９月１３日。 

（25） 同『日本曹達７０年史』１９９２年２月、１１５－１１７、１２３－１２５頁。 

（26） 大日本セルロイド株式会社『第壱回い号社債目論見書』１９５０年６月２３日。 

（27）  新潟硫酸株式会社『増資目論見書』１９５０年６月１０日。 

（28）  昭和電工株式会社社史編纂室編『昭和電工五十年史』昭和電工株式会社、１９７７年４月、１０１、

１０８頁。 

（29） 昭和合成化学工業株式会社『目論見書』１９４９年８月２３日。 

（30） 本項は、前掲『新潟県商工要覧』２４１－２４５、２５０－２６３頁の記述に依っている。 

（31） 本節は、岩本由輝『東北開発１２０年（増補版）』刀水書房、２００９年３月の１２５－１３０、１３
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６９年１１月を参照されたい。 

（34） 前掲『新潟県議会史 昭和篇二』７２３－７２４頁。 

（35） 新潟県企画部編『県経済の現状』１９６３年１月、２０９－２１２頁。 

（36） 同上書、２１５頁。 

（37） 新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所１００年史』１９９６年３月、１４４－１４８頁および新

潟ウオシントン株式会社『新潟ウオシントン株式会社４０年史』１９９４年１月。 

（38） 前掲『新潟鉄工所１００年史』、１３２－１３７頁。 

（39） 株式会社津上製作所『過去と現在との対話』１９６２年９月、９３－９６頁。 

（40） 長岡商工会議所『長岡産業経済発達史』１９８３年６月、３２１、３２４－３２７頁。 

（41） 長岡地域ニュービジネス研究会編『達人カンパニー－新潟の２１世紀を拓くニュービジネス群－』新

潟日報事業社、１９９７年６月、１５１－１５４頁。 

（42） 株式会社内田製作所『誠実と努力－コロナ五十年史』１９９０年５月。 

（43） 前掲『日本瓦斯化学工業株式会社創立十五年史』１５１－１７３、１９７－２０５頁。 

（44） 前掲『北越製紙百年史』１６６－１６８頁。 

（45） 前掲『信越化学工業社史』６７－７０、９０－１０１頁。 

（46） 前掲『デンカ６０年史』１７２－１７６頁。 

（47） 前掲『長岡市史 通史編 下巻』８０４－８０５頁。 

（48） 日本軽金属株式会社『日本軽金属二十年史』１９５９年１２月、２８９－３０３頁。 

（49） 北越製紙株式会社『新株発行目論見書』１９５４年４月１日。 

（50） 笹川良雄編『新証月報十周年特集号』新潟証券取引所、１９５９年１２月、９８－１１４頁および各

社社史、増資目論見書などの記述による。 

（51） 新潟県企画調整部統計課編集・発行『新潟県の半世紀－産業・経済５０年のあゆみ』１９９６年３月、

１０頁 




